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認定第７号 

 

令和７年度あま市簡易水道事業会計決算の認定について 

 

 令和７年度あま市簡易水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第３０条第４項の規定により議会の認定に付する。 

 

令和８年８月２５日提出 

 

あま市長 八 島 堅 志 







　



第　　１　　　決　　算　　書　　類
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１　令和７年度あま市

　(1) 収益的収入及び支出

　　　収　　　入

　　　支　　　出

区　　分

第１款　簡易水道事業収益

　第１項　営業収益

　第２項　営業外収益

 地方公営企業法第２４条
 第３項の規定による支出
 額に係る財源充当額

0

0

0

予　　　　　　　　　　　　　　　　算

　第３項　特別損失

予　　　　　　　　　　　　　　　　算

補　正
予算額

当初予算額

370,000

4,938,000

4,938,000

0

57,628,000

0

流　用
増減額

0

0

0

0

 地方公営企
 業法第２４
 条第３項の
 規定による
 支出額

0

0

0

1,000

　第３項　特別利益 0

57,257,000

区　　分

第１款　簡易水道事業費用

　第１項　営業費用

　第２項　営業外費用

小　　計

62,566,000

62,195,000

001,000

370,000

予備費
支出額

0

0

0

補正予算額

457,000

457,000

0

0

当初予算額

56,792,000

17,488,000

39,303,000

1,000
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簡易水道事業決算報告書

（単位　円）

（うち、仮受消費税及び地方
消費税 ）
（うち、仮受消費税及び地方
消費税 ）

（単位　円）

（うち、仮払消費税及び地方
消費税 ）
（うち、仮払消費税及び地方
消費税 ）
（うち、仮払消費税及び地方
消費税 ）

1,000

1,503,047

560

額

合　　計

57,249,000

決　算　額

58,445,159

合　　計

 地方公営企
 業法第２６
 条第２項の
 規定による
 繰越額

62,566,000

0 62,195,000 58,146,114

額

0
2,673,421

2,672,861

370,0000 0

0

299,045

0

 地方公営企
 業法第２６
 条第２項の
 規定による
 繰越額

備　　考

不　用　額

4,120,841

4,048,886

70,955

1,000

備　　考

17,945,000

39,303,000

1,000

決　算　額

56,175,667

16,716,373

39,459,294

0

予算額に比べ決算額の増減

△ 1,073,333

△ 1,228,627

156,294

△ 1,000

0 0

1,503,047

0
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　(2) 資本的収入及び支出

　　　収　　　入

　　　支　　　出

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額5,128,385円は、過年度分損益勘定留保資金2,160,228円、当年度分

で補塡した。

　第１項　企業債 1,000,000 0 1,000,000 0

0 0 3,613,000 0 0　第２項　企業債償還金 3,613,000

小　　計

0 8,649,000

5,036,000　第１項　建設改良費

区　　分

第１款　資本的支出

流用増減額

予　　　　　　　　　　　　　　　　算

0

継続費逓次
繰 越 額

当初予算額

8,649,000

0

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

00 0 5,036,000

0

補正予算額

0

当初予算額 補正予算額 小　　計

地方公営企業法第２
６条の規定による繰
越額に係る財源充当
額

区　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　算

第１款　資本的収入 2,625,000 0 2,625,000 0

894,000 0　第２項　補助金 894,000 0

　第３項　出資金 731,000 0 731,000 0
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（単位　円）

（単位　円）

（うち、仮払消費税及び地方
消費税 ）
（うち、仮払消費税及び地方
消費税 ）

消費税及び地方消費税資本的収支調整額220,947円、引継金430,491円及び当年度分損益勘定留保資金2,316,719円

285,535

285,535

0 1,000,000 0 △ 1,000,000

1,895,115

8,649,000 006,753,355

5,036,000 3,140,885 0

0

0

1,895,645

0

731,000

5303,613,000 3,612,470 0 0 0

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

備　　考

2,625,000 1,624,970 △ 1,000,030

合　　計

0

額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

731,237 237

額 翌　年　度　繰　越　額

不　用　額 備　　考地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

合　　計 合　　計
継続費逓次
繰 越 額

決　算　額

0 894,000 893,733 △ 267

0
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１

(1) 15,037,593

(2) 175,733 15,213,326

２

(1) 11,890,058

(2) 9,268,780

(3) 29,416,543

(4) 3,788,022

(5) 1,109,850 55,473,253

40,259,927

３

(1) 36,621,030

(2) 2,581,153

(3) 508 39,202,691

４

(1) 292,888

(2) 1,140,315 1,433,203 37,769,488

2,490,439

2,490,439

19,480,312

16,989,873当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

　営　業　外　費　用

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

他 会 計 補 助 金

２　令和７年度あま市簡易水道事業損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

　営　業　外　収　益

配 水 及 び 給 水 費

給 水 収 益

　営　業　収　益

　営　業　費　用

総 係 費

減 価 償 却 費

（単位　円）

原 水 及 び 浄 水 費

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 損 失

資 産 減 耗 費
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３　令和７年度あま市簡易水道事業剰余金計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

４　令和７年度あま市簡易水道事業剰余金処分計算書

（単位　円）

19,480,312

資本金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　剰　余　金

国庫補助金 県補助金
資本剰余金
合　　　計

未処分利益
剰　余　金

資　本　剰　余　金 利　益

(繰越利益剰余金)

19,480,3127,990,348 8,023,970 180,652 8,204,622

前年度処分額 0 0 0 0 0

処分後残高

前年度末残高 7,990,348 8,023,970 180,652 8,204,622

当年度純損失 0 0 0 0 △ 2,490,439

当年度変動額 731,237 0 0 0 △ 2,490,439

0出資金の受入れ 731,237 0 0 0

当年度末残高 8,721,585 8,023,970 180,652 8,204,622

当年度未処分
利 益 剰 余 金

16,989,873

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 8,721,585 8,204,622 16,989,873

議会の議決による処分額 0 0 0

処分後残高 8,721,585 8,204,622

(繰越利益剰余金)

16,989,873
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（単位　円）

（単位　円）

△ 1,759,202

利益剰余金
合　　　計

19,480,312

0

19,480,312

資本合計剰　余　金

35,675,282

35,675,282

0

△ 2,490,439△ 2,490,439

△ 2,490,439

0 731,237

33,916,08016,989,873
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（単位　円）

１　固　定　資　産

(1)

イ 12,251,000

ロ 101,949

ハ 69,797,691

△ 24,206,984 45,590,707

ニ 9,127,540

△ 2,972,084 6,155,456

ホ 301,000

△ 189,630 111,370

64,210,482

(2)

イ 2,750

△ 2,750 0

0

64,210,482

２　流　動　資　産

(1) 36,538,755

(2) 2,046,164

△ 510,341 1,535,823

38,074,578

102,285,060

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

５　令和７年度あま市簡易水道事業貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工具 、 器具 及び 備品

投資その他の資産合計

未 収 金

固 定 資 産 合 計
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３　固　定　負　債

(1)

イ 41,986,664

41,986,664

４　流　動　負　債

(1)

イ 3,620,446

(2) 13,082,672

(3) 4,906

(4)

イ 1,476,000

ロ 287,000

1,763,000

18,471,024

５　繰　延　収　益

(1)

イ 3,544,721

ロ 6,693,059

ハ 12,013,225

ニ 3,096,663

ホ 2,388,046

27,735,714

(2)

イ △ 1,233,723

ロ △ 5,571,484

ハ △ 8,325,551

ニ △ 2,496,678

ホ △ 2,196,986

△ 19,824,422

7,911,292

68,368,980

国 庫 補 助 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

企 業 債

建設 改 良費 等の 財源
に充てるための企業債

建設 改 良費 等の 財源
に充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

県 補 助 金

企 業 債

賞 与 引 当 金

負　債　の　部

引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

長期前受金収益化累計額

一 般 会 計 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益 合 計

長期前受金収益化累計額
合 計

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金
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６　資　　本　　金 8,721,585

７　剰　　余　　金

(1)

イ 8,023,970

ロ 180,652

8,204,622

(2)

イ 16,989,873

16,989,873

25,194,495

33,916,080

102,285,060負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資　本　の　部
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注記
１　重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　ア　有形固定資産
　　　　減価償却の方法　　　　　定額法
　　　　主な耐用年数
　　　　　建物　　　　　　　　　15～34年
　　　　　構築物　　　　　　　　10～60年　　
　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年　　
　　　　　工具、器具及び備品　 　　 10年
　(2) 引当金の計上方法
　　ア　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。
　　イ　退職給付引当金
　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて、
　　　当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、簡易水道事業会計が一般会計に対
　　　して負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、簡
　　　易水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。
　　ウ　賞与引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年
　　　度の負担に属する額（令和７年１２月から令和８年３月までの４か月分）を計上している。
　　エ　法定福利費引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に
　　　基づき、当事業年度の負担に属する額（令和７年１２月から令和８年３月までの４か月分）を計上し
　　　ている。
　(3) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
２　貸借対照表等関連
　　貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの
　を含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、45,607,110円である。
３　セグメント情報の開示
　　簡易水道事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略している。
４　リース契約により使用する固定資産
　(1) リース取引の処理方法
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
　　によっている。
　(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内           1,483,200円
　　　１年超           2,966,400円
　　　　計             4,449,600円
５　その他
　(1) 賞与引当金の目的使用による取崩しについて
　　　当事業年度において、期末・勤勉手当4,904,107円を支給するため、賞与引当金1,595,038円を取り崩
　　している。
　(2) 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて
　　　当事業年度において、 期末・勤勉手当支給時に法定福利費968,476円を支出するため、法定福利費引
　　当金310,156円を取り崩している。
　(3) 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて
　　　当事業年度において、5,588円を不納欠損するため、同額の貸倒引当金を取り崩している。

－17－



　



第　　２　　　事　 業　 報 　告　 書
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１　概　況

　(1) 総括事項

　　（営　業）

　　　本市の水道事業は、給水区域が都市近郊であることに起因する環境の変化や市民の生活水準の向上に伴う必

　　要水量の変化に適切に対応し、名古屋市からの受水により、水道の安定供給に努めました。

　　　本年度における年間配水量は122,199㎥でした。 一方、給水人口は1,033人で、計画給水人口2,500人の41.3

　　％となりました。

　　（建設改良）

　　　本年度は、量水器の検定満期に伴う取替工事を施行し、適正な計量の実施を確保できました。

　　（経　理）

　　　地方公営企業の独立採算性の趣旨に沿った効率的な運営に尽力し、 簡易水道事業収益56,175,667円（税抜き

　　54,416,017円）に対して簡易水道事業費用58,445,159円（税抜き56,906,456円）を計上し、税込みで2,269,492

　　円、税抜きで2,490,439円の純損失となりました。

　　　また、資本的収支については、収入額1,624,970円（税抜き1,624,970円）に対して支出額6,753,355円（税抜

　　き6,467,820円）を計上し、収入額が支出額に不足する額5,128,385円は、過年度分損益勘定留保資金2,160,228

　　円、 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額220,947円、引継金430,491円及び当年度分損益勘定留保

　　資金2,316,719円で補塡しました。

　(2) 経営指標に関する事項

　    令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度比11.63ポイント減

　  の95.62％となりました。料金回収率に見られるように、料金収入で賄えない費用の財源に他会計繰入金を充て

　  ているため、引き続き費用削減等の経営改善に取り組みます。

　    また、有形固定資産減価償却率は前年度比2.11ポイント増の34.50％となり老朽化が進んでいますが、管路更

　　新率でわかるように、 管路の更新は人的、財政的制約から進んでいないため、計画的な更新を検討する必要が

　  あります。

　    上記の課題を解消するため、主に隣接する名古屋市との連携に努めます。

＜経営指標の推移＞

令和７年度あま市簡易水道事業報告書

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 備　考

㎥ △ 2,102 ㎥

1,033 人 1,068

配
水
量

総　量

人

１ 日 平 均 335

人 △ 35給　水　人　口

122,199 ㎥ 124,301

㎥

㎥

有　　収　　率 84.6 ％ 86.7 ％ △ 2.1 ％

103,396 ㎥ 107,826 ㎥ △ 4,430有　収　水　量

㎥ 341 ㎥

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

△ 6

％管路更新率

％

管路経年化率 ％

有形固定資産減価償却率

料金回収率 ％

経常収支比率 ％107.53

38.87

％

％

％％

％

％

％

％

17.19

20.34

0.97

％

％

％

％

％

107.86

38.24

20.70

26.85

0.58

98.50

35.33

26.74

31.59

0

％

％

％

32.39

41.59

0

107.25

35.51

95.62

27.68

34.50

52.80

0

％

％

％

％
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　(3) 議会議決事項

　(4) 行政官庁認可事項

　　　該当事項なし

　(5) 職員に関する事項

　(6) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　　令和７年９月１日から以下のとおり簡易水道料金の基本料金及び従量料金を改定し、同年１０月分として徴収

　　する料金から適用しています。

　　ア　基本料金

（税抜き）

　　イ　従量料金

（税抜き）

－ －

使用水量10
㎥までの分

使用水量10
㎥を超え20
㎥までの分

使用水量20
㎥を超え30
㎥までの分

使用水量30
㎥を超え50
㎥までの分

使用水量50
㎥を超え100
㎥までの分

－

75ミリメートル

100ミリメートル

基本料金（１か月当たり）

770円

1,290円

2,180円

合　計 ３人 ３人 なし

技術職員

37,540円

78,580円

給水管の口径

13ミリメートル

給水管の口径

25ミリメー
トル以下
40ミリメー
トル以上

臨時用（工事その他
臨時に使用）

従量料金（１㎥当たり）

10円

205円

使用水量100
㎥を超え300
㎥までの分

使用水量300
㎥を超える
分

備　考

議案第２２号

議案第５３号 7.6.2

認定第７号 令和６年度あま市簡易水道事業会計決算の認定について 7.8.25

議案第１０２号

議案第８号 あま市下水道条例等の一部を改正する条例について 8.2.24

事務職員 ３人

増　減職　別 7.3.31現在職員数8.3.31現在職員数

３人 なし

議案番号

議案第４８号

令和７年度あま市簡易水道事業会計補正予算（第１号）

議決年月日

7.6.2

件　名

あま市簡易水道事業給水条例の一部を改正する条例について

令和８年度あま市簡易水道事業会計予算

提出年月日

7.9.19

7.6.24

8.2.24 8.3.18

令和７年度あま市簡易水道事業会計補正予算（第２号） 7.12.19 7.12.19

8.3.18

7.6.24

7,230円

14,250円

20ミリメートル

25ミリメートル

40ミリメートル

50ミリメートル

330円

250円

145円 205円 250円 290円 320円 330円一般用

用途
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２　工　事

　(1) 改良工事の概況

１　量水器取替工事第１工区 量水器φ13 164個 653,400円

　　あま市西今宿及び栄地内 量水器φ20 15個

量水器φ25 1個

量水器φ40 1個

２　量水器取替工事第２工区 量水器φ13 193個 765,600円

　　あま市西今宿及び栄地内 量水器φ20 19個

３　量水器取替工事第３工区 量水器φ13 196個 790,900円

　　あま市西今宿及び栄地内 量水器φ20 20個

４　量水器取替工事第３工区延期分 量水器φ13 4個 14,300円

　　あま市西今宿及び栄地内

工　事　費 着工年月日 完成年月日 備　考

8.1.28 8.3.3

施　行　内　容工　　事　　名

7.8.1 7.9.5

7.9.18 7.11.5

7.11.18 8.1.6
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３　業　務

　(1) 業　務　量

人

人

％

戸

栓

年 間 m3

１ 月 平 均 m3

１ 日 平 均 m3

年 間 m3

１ 月 平 均 m3

１ 日 平 均 m3

％

m3

％

　　　　　　

供 給 単 価 ＝

　　　　  
－　長期前受金戻入

給 水 原 価 ＝ 525円41銭

100.0

122,199

経常費用

給 水 収 益

有 収 水 量

56,906,456 円

103,396 ㎥

15,037,593 円

84.6

295

△ 4,430

283

8,986

備 考
比 較

増 減

96.7%△ 35

比 率
令和６年度

1,068

有 収 水 量 103,396 ㎥

2,581,153 円

145円44銭

0

△ 1.442.7

107,826 95.9%

2,500

△ 370

△ 12

△ 6

86.7

100.0%

96.7%

98.2%

98.2%

2,500

607

741

124,301

10,358

98.3%

98.3%

744

341

41.3

10,183

335

596

122,199

103,396

8,616

事 項

配
水
量

有
収
水
量

単位 令和７年度

1,033

有　　収　　率

名古屋市水受水量

年度末給水人口

年度末給水栓数

計画給水人口

普 及 率

年度末給水戸数

名古屋市水受水率

△ 11

97.6%

98.3%

100.0%

95.9%

95.9%

△ 2.1

100.4%

△ 2,102

△ 175

3

△ 2,102

0.0

124,301

100.0
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　(2) 事業収入に関する事項

増 減 額 比 率

円 円 円 ％

15,213,326 15,281,786 △ 68,460 99.6

給 水 収 益 15,037,593 15,111,765 △ 74,172 99.5

そ の 他 の 営 業 収 益 175,733 170,021 5,712 103.4

39,202,691 33,467,923 5,734,768 117.1

分 担 金 0 181,820 △ 181,820 0.0

他 会 計 補 助 金 36,621,030 30,382,953 6,238,077 120.5

長 期 前 受 金 戻 入 2,581,153 2,902,900 △ 321,747 88.9

雑 収 益 508 250 258 203.2

0 0 0 －

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0 0 －

54,416,017 48,749,709 5,666,308 111.6

　(3) 事業費に関する事項

増 減 額 比 率

円 円 円 ％

55,473,253 44,435,083 11,038,170 124.8

原 水 及 び 浄 水 費 11,890,058 11,404,872 485,186 104.3

配 水 及 び 給 水 費 9,268,780 1,869,462 7,399,318 495.8

総 係 費 29,416,543 26,646,642 2,769,901 110.4

減 価 償 却 費 3,788,022 4,514,107 △ 726,085 83.9

資 産 減 耗 費 1,109,850 0 1,109,850 －

1,433,203 1,020,276 412,927 140.5

支払利息及び企業債取扱諸費 292,888 305,017 △ 12,129 96.0

雑 支 出 1,140,315 715,259 425,056 159.4

0 0 0 －

過 年 度 損 益 修 正 損 0 0 0 －

56,906,456 45,455,359 11,451,097 125.2

備 考

令和７年度 令和６年度
対前年度比較

備 考

対前年度比較
令和６年度

営 業 費 用

令和７年度区 分

合              計

特 別 損 失

営 業 外 収 益

合              計

営 業 外 費 用

営 業 収 益

区 分

特 別 利 益

- 24 -



４　会　計

　(1) 重要契約の要旨

　　　当事業年度において該当なし

　(2) 企業債及び一時借入金の概況

　　ア　企　業　債　　期首未償還残高49,219,580円のうち、3,612,470円を償還したため、期末未償還残高は

　　　　　　　　　　45,607,110円となりました。

　　イ　一時借入金　　当事業年度において借入れなし

　(3) その他会計経理に関する重要事項

　　　重要な会計方針については、注記に記載しています。

５　その他

　(1) 他会計負担金の使途について

　　　他会計負担金175,733円は、消火栓等の維持管理に係る職員給与費175,733円に充当しました。

　(2) 他会計補助金の使途について

　　　他会計補助金37,514,763円は、簡易水道の建設改良に要する経費に係る企業債元利償還金1,173,261円（う

　　ち元金償還金893,733円）、 地方公営企業法の適用に要する経費に係る企業債元利償還金2,000,860円（うち

　　元金償還金1,987,500円）、 基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費747,829円、児童手当に要する経費

　　315,000円、職員給与費22,556,786円（通勤手当74,400円を含む。）、修繕費8,726,452円、賃借料1,808,928

　　円、上下水道料金システム更新負担金157,017円及び保険料28,630円にそれぞれ充当しました。

　　なお、充当した費目のうち、通勤手当、修繕費及び賃借料は、消費税における課税仕入れに該当します。
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第　　３　　　附　　属　　書　　類
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（単位　円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 2,490,439

減価償却費 3,788,022

固定資産除却費 1,109,850

貸倒引当金の増減額（△は減少） 76,428

賞与引当金等の増減額（△は減少） △ 142,194

長期前受金戻入 △ 2,581,153

支払利息及び企業債取扱諸費 292,888

未収金の増減額（△は増加） △ 572,957

未払金の増減額（△は減少） 7,433,101

預り金の増減額（△は減少） 3,476

小計 6,917,022

利息の支払額 △ 292,888

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,624,134

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,757,175

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 829,145

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,928,030

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,612,470

他会計からの出資による収入 731,237

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,881,233

資金増加額（又は減少額） 1,814,871

資金期首残高 34,723,884

資金期末残高 36,538,755

１　令和７年度あま市簡易水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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収　益 （単位　円）

金 額 備 考

1
簡易水道事業
収益

54,416,017

1 営業収益 15,213,326

1 給水収益 15,037,593

1 簡易水道料金 15,037,593

2 その他の営業収益 175,733

3 他会計負担金 175,733

2 営業外収益 39,202,691

1 分担金 0

1 分担金 0

2 他会計補助金 36,621,030

1 一般会計補助金 36,621,030

3 長期前受金戻入 2,581,153

1 受贈財産評価額戻入 153,484

2 工事負担金戻入 566,942

3 国庫補助金戻入 848,018

4 県補助金戻入 242,928

5 一般会計補助金戻入 769,781

4 雑収益 508

10 その他雑収益 508

3 特別利益 0

1 過年度損益修正益 0

1 過年度損益修正益 0

54,416,017収　　益　　合　　計

２　収益費用明細書

項 目 節款
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費　用 （単位　円）

金 額 備 考

1
簡易水道事業
費用

56,906,456

1 営業費用 55,473,253

1 原水及び浄水費 11,890,058

32 受水費 11,890,058

2 配水及び給水費 9,268,780

13 備消品費 4,500

15 光熱水費 43,880

19 委託料 792,400

22 修繕費 8,428,000

3 総係費 29,416,543

1 給料 11,152,374 予算額　11,153,000

2 手当 5,600,696 予算額　 5,608,000

3 賞与引当金繰入額 1,476,000 予算額　 1,476,000

6 法定福利費 3,434,683 予算額　 3,435,000

7
法定福利費引当金
繰入額

287,000 予算額　 　287,000

8 旅費 2,055

9 退職給付費 1,695,645 予算額　 1,696,000

13 備消品費 0

19 委託料 2,732,728

20 手数料 284,853

21 賃借料 1,644,480

31 負担金 995,383

38 保険料 28,630

39 貸倒引当金繰入額 82,016

43 雑費 0

4 減価償却費 3,788,022

1
有形固定資産減価
償却費 3,788,022

5 資産減耗費 1,109,850

1 固定資産除却費 1,109,850

2 営業外費用 1,433,203

1
支払利息及び企業債
取扱諸費

292,888

1 企業債利息 292,888

款 項 目 節
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（単位　円）

金 額 備 考

3 雑支出 1,140,315

5 その他雑支出 1,140,315

3 特別損失 0

1 過年度損益修正損 0

1 過年度損益修正損 0

56,906,456費　　用　　合　　計

款 項 目 節
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収　入 （単位　円）

金 額 備 考

1 資本的収入 1,624,970

1 企業債 0

1 企業債 0

1 企業債 0

2 補助金 893,733

1 他会計補助金 893,733

1 一般会計補助金 893,733

3 出資金 731,237

1 他会計出資金 731,237

1 一般会計出資金 731,237

1,624,970

支　出 （単位　円）

金 額 備 考

1 資本的支出 6,467,820

1 建設改良費 2,855,350

1 建設改良費 2,022,000

26 工事請負費 2,022,000

2 固定資産購入費 833,350

3 機械及び装置購入費 833,350

2 企業債償還金 3,612,470

1 企業債償還金 3,612,470

1 企業債償還金 3,612,470

6,467,820

３　資本的収入支出明細書

支　　出　　合　　計

款 項 目 節

款 項 目 節

収　　入　　合　　計
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４　固　定　資
　(1) 有形固定資産明細書

　(2) 投資その他の資産明細書

５　企　業　債

貸 倒 引 当 金

建設改良費
等の財源に
充てるため
の企業債

小 計 45,500,000 1,624,970

0

3,612,470

△ 1,375

年度当初現在高 当年度増加額

101,949 0 0

12,251,000

当年度減少額

0

9,668,330 2,855,350

0 301,000

69,797,691

92,119,970

0

9,127,540

0

92,119,970 4,877,350 5,418,140 91,579,180

2,022,000

構 築 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 物

00

101,949

0 12,251,000

3,396,140

年度末現在高

69,797,691

小 計

工具、器具及び備品

当年度増加額 当年度減少額

建 設 仮 勘 定

301,000

資産の種類

合 計

2,855,350 3,396,140 91,579,180

2,022,0000

破 産 更 生 債 権 等

資産の種類 年度当初現在高

1,375 01,375

計 15,792,890

平成30年3月27日 9,700,000

合 計

61,400,000

種　　類

4,642,890

発行総額

0 0

機構資金 令和5年3月30日 3,800,000 417,169 832,674

△ 1,375

発行年月日

0

当年度償還高 償還高累計
償　還　高

3,875,000

小 計 15,900,000 1,987,500 11,150,000

1,212,500 7,275,000

平成31年3月25日 6,200,000 775,000

市中銀行等

市中銀行等

機構資金 令和3年3月30日 3,000,000 333,200 1,332,001

機構資金 令和4年3月30日 32,200,000 744,000 2,218,695

機構資金 令和5年3月30日 6,500,000 130,601 259,520
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産　明　細　書
（単位　円）

（単位　円）

明　細　書
（単位　円）

償還終期 備　　考

45,607,110

未償還残高

40,857,110

△ 2,750

0

3,788,022

101,949

― ―

6,155,4562,286,290 2,972,084485,145

24,206,984 45,590,7070

12,251,000

64,210,482

当年度増加額
減　価　償　却　累　計　額

0

―

年度末償却未済高 備　　考

0 0

27,090 189,630

3,275,787

111,3700

3,788,022

当年度減少額 累　　計

27,368,698

― ―

2,286,290

― 0

27,368,698

年度末現在高

64,210,4822,286,290

備　　考

2,750

―2,425,000

発行価額

2,967,326 ―

利率

愛知信用金庫

令和13年3月20日

令和11年3月20日

4,750,000

愛知信用金庫

2,325,000

令和10年3月20日

― 年0.23％

年0.2％

1,667,999 ― 年0.04％

20年経過後利率見直し令和44年3月20日年0.6％29,981,305 ―

年0.4％ 令和15年3月20日

6,240,480 ― 年1.3％ 令和45年3月20日 20年経過後利率見直し
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